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配付資料

日本再興戦略：
経済成長とイノベーション

• キャッチアップからフロンティアへシステム改革
• 産業革命後の英国→ドイツ（第一次世界大戦
前後）→米国→日本→米国？

• 国家が技術で他国に追いつき、リードするには
→ ①大量生産システムの確立、②産学官連
携（サイエンスの導入）によるノウハウの獲得

• イノベーション→生産性の向上→経済成長
• イノベーションにおけるサイエンスの貢献が高
くなっている→公的研究機関、大学
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イノベーションと政府の役割

• 需要サイド→政府調達により開発支援
(Technology Push と Demand Pull)

• 「Pre-competitive」のエリア→わかりにくい
• ハイリスク研究→非連続型・ゲームチェンジャーへの
サポート

• 技術のポートフォリオの多様性の確保→市場や企業
行動の限界を補う

• 現市場に存在しない｢次世代のニーズ｣の提供（デュア
ルユース→ロボット、航空宇宙、深海など極限状態）

• 技術情報（デュアルユース）の収集、管理→分析、戦略
立案

古いタイプｖｓ新しいタイプの
ミッション型研究開発

• 古いタイプ（軍事、原子力、宇宙）

→ ミッションは、技術面での成果の数やタイプにより
ディファインされ、経済的なフィージビリティーは優先
されない場合が多い。

• 新しいタイプ（環境・新エネルギー技術）

→ 過去には農業技術の普及（地域の技術センター）

→ ミッションは、経済的なフィージビリティーも視野に入
れた問題解決型技術によって定義される。
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企業の中央研究所時代の終焉と
期待される境界組織としての役割

産業界

研究開
発法人

大学

民間企業の
中央研究所
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ミッションの明確化・柔軟な制度設計が必要

1. 知のフロンティア開拓型研究所（基礎・グランドチャレンジ研究：
マックスプランク型→理化学研究所）（フロンティア・海洋＆宇宙
→ＪＡＭＳＴＥＣ，ＪＡＸＡ）
– 大学との連携（自由な研究環境、研究者ネットワークのハブ、大型研究施設の共
有、これら機能を提供するサービスプロバイダーとしての意識向上）

– 諸外国からの優秀な人材の獲得、世界の知の回流への参加・貢献
→ 英語を公用語とする。国の資金での運営。自由な裁量権（人事・給与・会計・運
営）を付与した国立研究機関のための法人格の新設

→ ＪＡＭＳＴＥＣやＪＡＸＡなど個々のプロジェクトが大きく長期的だという特性を生か
した組織運営を可能にする制度設計

2. 産業技術支援型研究所（フランフォーファー型→産総研）
– 目的志向型の研究の推進、企業との共同研究
– スピンアウトや技術移転をゴールとして評価
→ 政府が運営資金の1/3～1/2を拠出、残りは競争的資金または民間資金を獲得、
運営は民間（GoCo）

3. 各省のミッション支援型研究所
– 試験、評価などが主たる業務
→ 官による運営
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現在の研究開発法人の課題と改革のポイント

1. 効率性の独法ｖｓ発展性の研発法人
→経営努力による利益の還元が限定的で、努力した
分運営費交付金が減る。経営努力認定制度の運用
の見直し
→運営費交付金や人件費（ラスパイレス指数による
拘束）の一律削減など
→中期目標期間を跨いだ予算の繰り越しや契約

2. 契約・調達の在り方
→一般競争入札の問題、少額随意契約基準の独自
設定

3. 民間企業との連携の在り方
→プロトタイプの共同開発まで可能にする戦略的
随意契約の導入と技術情報の管理
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